
１．重要な会計方針
　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　　 満期保有目的の債券の期末評価については、償却原価法（定額法）を採用している。
　（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　

いる。
　（３）　引当金の計上基準

①
②

　（４）　消費税等の会計処理
　 税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

５．引当金の明細
　　　引当金の明細は、次のとおりである。

目的使用 その他
961,045 0

0 0
961,045 0　　　　小　　　計 4,103,413 1,373,088 4,515,456

賞与引当金 961,045 930,018 930,018
退職給付引当金 3,142,368 443,070 3,585,438

(単位：円）

科　　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

特定資産 京都市令和元年度第４回公募公債 10,000,000 9,802,360 △ 197,640
合　　　計 358,363,189 353,960,570 △ 4,402,619

４５４大阪府公債 20,000,000 19,458,000 △ 542,000
１３８　２０年国債 29,990,389 32,220,000 2,229,611

第459回大阪府公募公債（10年） 14,974,043 14,583,000 △ 391,043
埼玉県平成28年度第１０回公募公債 10,000,000 9,974,820 △ 25,180

第451回大阪府公募公債（10年） 18,989,164 18,555,400 △ 433,764
第452回大阪府公募公債（10年） 49,500,000 48,307,050 △ 1,192,950

大分県平成29年度第2回公募公債 20,000,000 19,904,620 △ 95,380
第419回大阪府公募公債（10年） 19,997,571 19,933,720 △ 63,851

第174回共同発行市場公募地方債 11,973,386 11,931,600 △ 41,786
静岡県平成30年度第1回公募公債 54,175,974 53,616,600 △ 559,374

基本財産 第１４５回利付国債（２０年） 19,979,372 21,855,080 1,875,708
第１８１回利付国債（２０年） 78,783,290 73,818,320 △ 4,964,970

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 (単位：円）

会計区分 科　　　目 帳簿価額 時　　　価 評価損益

　　　　小　　　計 13,585,438 (0) ( 10,000,000) (3,585,438)
　　　　合　　　計 457,200,627 (0) (453,615,189) (3,585,438)

　自主防災組織育成事業積立資産 10,000,000 (0) ( 10,000,000) (0)
　国際消防防災展積立預金 0 (0) (0) (0)

特定資産
　退職給付引当資産 3,585,438 (0) (0) (3,585,438)

　投資有価証券 348,363,189 (0) (348,363,189) (0)
　　　　小　　　計 443,615,189 (0) (443,615,189) (0)

基本財産
　定期預金 95,252,000 (0) (95,252,000) (0)

(単位：円）

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に
産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

　　　　小　　　計 18,142,368 443,070 5,000,000 13,585,438
　　　　合　　　計 461,717,171 483,456 5,000,000 457,200,627

　自主防災組織育成事業積立資産 10,000,000 0 0 10,000,000
　国際消防防災展積立預金 5,000,000 0 5,000,000 0

特定資産
　退職給付引当資産 3,142,368 443,070 0 3,585,438

　投資有価証券 348,322,803 40,386 0 348,363,189
　　　　小　　　計 443,574,803 40,386 0 443,615,189

基本財産
　定期預金 95,252,000 0 0 95,252,000

財務諸表に対する注記

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算出）を採用して

賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職手当の当期末要支給額を計上している。

(単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高


